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平成2 7 年度からスタートした子ども・子育て支援新制度において、新制度移行園については、保育所と同
様に施設型給付の対象施設として、市が確認・指導監督の主体となり、この対象施設の増加傾向により市
と私立幼稚園の関係性は年々深まっているところである。また、近年、共働き世帯の増加等に伴う子育て
環境の変化に伴い、局所的な需要と供給のミスマッチが生じており、幼稚園等の既存ストックを活用した保
育の受け皿の確保が求められて
いる。
加えて、核家族化の進行などにより子育て世帯の孤立化や社会的養護の必要な世帯への支援の必要性
が高まっており、今後は子育て支援拠点としての機能など、幼稚園に求められる役割が高まっているとこ
ろである。
本補助金は、このような活動に取り組む各幼稚園の運営に対し補助するものであり、障がい児への対応
ニーズに対応するため、障がい児が在園する幼稚園に対して補助する「障がい児対策費」、預かり保育を
実施する幼稚園に対して補助する「預かり保育奨励費」、各幼稚園が行う地域における子育て施策活動に
応じ補助する「地域子育て支援奨励費」等により、各幼稚園の取組みを促進する役割を果たしている。
この制度は、本市の幼稚園教育の振興と保護者の教育費負担の軽減に寄与しており、現在の子育て環境
をとりまく現状において今後も継続して実施する必要性がある。
なお、私立幼稚園連盟は市内の私立幼稚園すべてが加盟しており、連盟が行う様々な活動に対して行わ
れる助成の効果については、市内の全幼稚園及び全園児、保護者が対象となるものであり公平性は保た
れている。
また、私立幼稚園連盟を通じて交付することにより、連盟と市のダブルチェック機能が働いていること、ま
た、直接補助化すれば業務量増加により相応の人員配置が必要となることから、間接補助の継続が妥当
と判断し、引き続き当該団体を補助金の交付先とすることが必要である。
上記により、当該補助金の継続は妥当と判断し、終期を次期各種プランの計画期間との連動性を考慮し、
令和1 0 年度末まで延長するもの。

補助金の終期

【補助対象経費、補助金額の算定方法・考え方】
（1）一般管理費
　・幼稚園割　2,750,000円（※１）　　・園児割　6,900円　　・教職員割　170,000円
（2）障がい児対策費　50,000円
（3）預かり保育奨励費　50,000円～150,000円（※２）
（4）地域子育て支援奨励費　50,000円～200,000円
27年度から開始する一時預かり事業（幼稚園型）の実施園については、※１幼稚
園割・※２預かり保育奨励費について補助額の調整を行う。

令和10

終期を延長する
理由

交付状況等
【上段：交付件数】

【下段：決算】
（※１）

前年度

前年度補助事業
の主な実施概要

私立幼稚園運営費の一部補助事業。

当該年度

       補助金調書

交　付　先

（公募の場合）
応募要件

（非公募の場合）
非公募の理由

「当該補助事業を行っている又は補助目的を達成し得る団体が限定されるもの」に該
当するため。

□　団体
一般社団法人

福岡市私立幼稚園連盟
区分

こども未来局子育て支援部運営支援課
（ＴＥＬ　092-711-4114）

担当課
（連絡先）

補助金名 福岡市私立幼稚園運営費補助金

（公募の場合）
公募時期

その他の補助金

交付先決定方法 　　□　非公募

665,511

1

交付対象経費及び
補助金の算定方法等

前々年度

補助開始年度

1

　□　定額

年度

（間接補助の場合）
間接補助とする理由
及び再交付先への配

分基準、審査基準

 【間接補助の理由、再交付の配分基準・審査基準】
○間接補助の理由：
市内115箇所ある私立幼稚園からの書類の収受、内容確認などについて、私立幼稚園連盟が
行うことで、事務量が大幅に軽減されている。
○再交付の配分基準・審査基準：
園割、園児割など補助金要綱にて各単価を定めており、それに基づき各私立幼稚園に配分を
行っている。

補助金の目的
及び

補助対象事業

延長回数 3

※１：金額総額であり、複数の団体等に交付している場合、個々の団体等への交付額等を示すものではありま
せん。なお、当該年度は当初予算額を記載しております。また、前年度決算額について、補助額の確定が未
了のものは、交付件数および交付決定額を外数として（）書きで記載しております。

685,497

昭和48 54年度 年度

673,037

1

経過年数

720,260

　幼稚園教育の振興と、保護者の教育費負担の軽減を図るため、私立幼稚園連盟が
行う事業の一部を補助する。

回

補助金交付
による効果

幼児教育の振興充実が図られ保護者の教育費負担の軽減や子育て環境満足度の上
昇に寄与している。

前々々年度
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